
（平成２３年７月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 2079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年１月から同年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年１月から同年４月まで 

私の国民年金保険料については、未納期間が無いよう気を付けており、申

立期間前の５か月が納付済みであるのに、申立期間が未納とされているのは

おかしい。 

申立期間の国民年金保険料についても納付しており、未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料を全て納付している上、

国民年金と厚生年金保険の切替手続についてもおおむね適切に行っているこ

とから、申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立期間は４か月と短期間である上、申立人は、ⅰ）昭和 40 年 10

月頃に払い出された国民年金手帳記号番号により、申立期間前の同年８月から

同年 12 月までの国民年金保険料を現年度納付していること、ⅱ）特殊台帳に

より、41 年５月１日付けで厚生年金保険被保険者となったことに伴う国民年

金被保険者資格の喪失手続を、同年同月 11 日に行ったものと推認できること

から、国民年金に係る手続を適切に行い、保険料の納付意識が高かった申立人

が、被保険者資格喪失以前の保険料を納付しなかったものとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4013 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年 10 月１日から 39 年７月１日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格取得日に

係る記録を 38 年 10 月１日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を１万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年９月 22日から 39 年７月１日まで 

Ｂ事業所からＡ事業所に派遣され、昭和38年９月22日から41年１月31日まで

Ａ事業所が経営するＣ店でＤ職として勤務したが、申立期間の厚生年金保険の

加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる給与明細書等は無いが、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げたＡ事業所の上司二人は、「当時、Ｂ事業所では、Ａ事業

所を含む県内の事業所に対し事業面及び人材面で指導及び支援を行っていた。申

立人は、Ａ事業所に対する人材支援の一環としてＢ事業所から当事業所に派遣さ

れ、申立期間はＤ職として勤務していた。」と供述している上、申立人が名前を

挙げた同僚３人のうち生存及び所在が確認できた二人に照会したところ、回答を

得られた二人のうち一人、及びＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票により、申立期間当時、同事業所において厚生年金保険の加入記録が確認でき、

生存及び所在が確認できた同僚４人に照会し、回答が得られた二人のうち一人は、

いずれも「申立人は、申立期間にＡ事業所のＤ職として勤務していた。」と供述

していることから判断すると、申立人は、申立期間において同事業所に勤務し

ていたことが認められる。 



 

また、オンライン記録により、申立期間における当該事業所の厚生年金保険

の被保険者数を月別に整理したところ、最も少ない月で８人、最も多い月で

13人となっており、これらの被保険者数は、前述の回答が得られた６人のうち

４人が記憶している同期間における当該事業所の職員数（アルバイトを除き

10 人から 14 人程度）とほぼ一致していることから、当該事業所においては、

申立期間当時、ほぼ全ての職員が厚生年金保険に加入していたものと考えられ

る。 

さらに、前述の上司二人は、共に「当時、Ｂ事業所からの派遣者に係る給与及

び社会保険等の加入については、同事業所に準じた取扱いが行われていた。また、

社会保険の被保険者資格取得及び喪失の手続はそれぞれの事業所が別々に行っ

ており、申立人については、当時の事務担当者が社会保険事務所（当時）に対す

る同保険の被保険者資格取得の届出に誤りがあったかもしれない。」と供述して

いる上、申立人及び前述の回答が得られた同僚のうち４人（上司二人を含む。）

からＢ事業所から当該事業所に派遣された職員として名前が挙がった５人（申立

人を除く。）のうち、オンライン記録により、当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所となった昭和 38 年４月１日以降に派遣されたことが確認できた当時の上

司二人及び申立人の後任者一人の計３人は、全員が派遣元の厚生年金保険被保険

者資格の喪失月の翌月１日（同資格喪失日から５日後から 11 日後）に派遣先で

ある当該事業所において同資格を取得していることが確認できる。 

なお、上記５人のうち当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和

38 年４月１日より前に派遣された二人は、オンライン記録により、共に派遣元

において厚生年金保険の加入記録が継続していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間のうち昭和 38 年 10 月１日から 39 年７月１日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所における昭

和 39 年７月の社会保険事務所の記録から１万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は当時の資料が保存されておらず不明としており、この

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち昭和 38 年９月 22 日から同年 10 月１日までの期間に



 

ついては、上述のとおり、申立人は、当該期間において当該事業所に勤務して

いたことは認められる。 

しかしながら、Ａ事業所は「当時の資料が無く、申立人の申立期間の勤務実態

及び厚生年金保険の適用状況については分からない。」と回答していること、申

立人と同様に同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 38 年４月１日

以降にＢ事業所からＡ事業所に派遣されたことが確認できる３人は、共に派遣元

の厚生年金保険被保険者資格の喪失月の翌月１日（同資格喪失日から５日後から

11 日後）に派遣先である同事業所において同資格を取得していることが確認で

きることから判断すると、申立人についても、同様の取扱いであったことが考え

られる。 

また、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料が無く、このほか、申立人の申立ての事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4014 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ市役所に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が平成

20年５月１日、資格喪失日が同年 11月１日とされ、当該期間のうち、同年 10

月 31 日から同年 11 月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同市役所

における資格喪失日を同年 11月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 11万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 20年 10月 31日から同年 11月１日まで 

平成 20 年 10月 31 日までＡ市役所に勤務していたが、同市役所が社会保

険事務所（当時）に対して厚生年金保険被保険者資格喪失に係る届出を誤っ

たことにより、申立期間は年金額の計算の基礎とならない記録とされている。 

給与支払明細書によると、給与から厚生年金保険料が控除されているので、

申立期間について年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ市役所に係る厚生年金保険被保険者記録は、事業主からの訂正届

により、資格取得日が平成20年５月１日、資格喪失日が同年11月１日とされ、

当該期間のうち、同年 10 月 31 日から同年 11 月１日までの期間は厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とな

らない期間と記録されている。 

 しかしながら、雇用保険の被保険者記録、申立人が保有する臨時職員任用通

知書及び給与支払明細書並びにＡ市役所から提出された源泉徴収簿兼賃金台



 

帳により、申立人は同市役所に平成 20 年 10月 31 日まで継続して勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ市役所に係る平成

20年 10月の給与支払明細書の厚生年金保険料控除額から、11万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失に係る届出を社会保険

事務所に対し誤って提出したことを認めている上、事業主が保管する健康保険

厚生年金保険被保険者資格確認通知書により、事業主が平成 20 年 10 月 31 日

を資格喪失日として届出していたことが確認できることから、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



 

北海道厚生年金 事案 4015 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格取得日に係る記録を昭和 41 年４月１日、同被保険者資格喪失日に

係る記録を 42 年４月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を１万 6,000

円、申立期間②の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

また、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年４月１日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 42年３月 26日から同年４月１日まで 

申立期間①及び②について、昭和 41年４月分及び 42年３月分の給料支払

明細書では厚生年金保険料が控除されているが、年金記録では、両申立期間

の厚生年金保険の被保険者記録が無い。41 年３月から 57 年 12 月までＡ社

で勤務しており、給与から厚生年金保険料が控除されていたことは確かなの

で、両申立期間の厚生年金保険被保険者記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管している給料支払明細書（写し）及び申立人の雇用保険の被保

険者記録により、申立人が申立期間①及び②においてＡ社に勤務し、申立期間

①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間①及び②の標準報酬月額については、当該給料支払明細書（写

し）における厚生年金保険料控除額から、申立期間①は１万 6,000円、申立期

間②は１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付したか否か



 

については、事業主は不明としているが、当該事業所が保管する申立人に係る

厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書（写し）により、申立人の同被保険

者資格の取得日を昭和 41 年４月１日から同年５月１日に訂正（「訂正五字削

除五字加入」の記載と共に事業主の押印が確認できる。）していることが確認

できることから、事業主が同年５月１日を申立人の被保険者資格取得日として

社会保険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年４月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る同年４月の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は、これを確認できる資料が無く不明とし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 



北海道国民年金 事案 2080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年３月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年３月から 62年３月まで 

申立期間について、私の両親が私の国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付を行ってくれたはずなので、申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人自身は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の

納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を

行ってくれたとする申立人の両親においても、それについて具体的な記憶がな

いことから、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号はＡ社会保険事務所（当時）から払い

出された番号であり、同事務所が設置されたのは昭和 59 年４月であることか

ら、それ以前に同番号で申立期間の保険料を納付することはできなかったもの

と考えられる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被

保険者加入状況調査等により、昭和 62 年７月頃に払い出されたものと推認で

き、この時点において、申立期間の大部分は時効により保険料を納付すること

ができない期間である。 

一方、申立人に対して、Ｂ社会保険事務所（当時）から別の国民年金手帳記

号番号が払い出されているが、申立人の所持する年金手帳には、初めて被保険

者となった日として平成６年３月 31 日と記載されていることから、当該番号

により申立期間の保険料は納付できない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付した



ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



北海道国民年金 事案 2081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年３月から同年 12 月までの期間及び９年４月から同年 11

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 50年生 

        住    所  ：  

             

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  ① 平成８年３月から同年 12月まで 

             ② 平成９年４月から同年 11月まで 

私は、加入時期を覚えていないが、Ａ市Ｂ区役所で国民年金に加入した。

申立期間当時、住宅購入を考えていたが、住宅購入資金を借りるためには、

国民年金保険料を完納していることが条件であると言われ、同区役所の窓口

で未納であった保険料を現金で一括納付したので、申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ市Ｂ区役所の窓口で一括納付した

記憶があるとしているが、国民年金の加入及び保険料納付に係る記憶は曖昧で

あり、申立人の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人は、厚生年金保険の被保険者となった平成６年４月頃交付され

たと推認できる年金手帳と、９年１月 31 日に交付された年金手帳の二つの手

帳を所持しているところ、その手帳のうち、６年４月頃交付されたと推認でき

る手帳には国民年金手帳記号番号が記載されていない上、基礎年金番号制度が

導入された９年１月１日前に国民年金に加入していた被保険者に必ず付番さ

れた同手帳記号番号が無いことから、申立人は申立期間①当時、国民年金に未

加入であり、当該期間に係る保険料の納付書は作成されず、保険料の納付はで

きなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録及びＡ市の国民年金資格異動履歴詳細票により、申

立人の国民年金被保険者資格は、平成 14 年６月に取得したことが確認できる

ことから、申立期間②当時についても、申立人は国民年金に未加入であり、当



該期間に係る保険料の納付書は作成されず、保険料の納付はできなかったもの

と考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から４年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年 11月まで 

私は、申立期間当時、学生であったが、国民年金保険料の納付義務があっ

たので、私の母親が保険料を用意してくれ、未納分の保険料を一括して納付

した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所(当時)で国民年金保険料の未納期間の過年度保険

料と免除期間の追納保険料を１度だけまとめて納付したと述べているところ、

オンライン記録により、平成４年 12 月から５年３月までの過年度保険料及び

５年４月から６年３月までの追納保険料を、７年１月６日にまとめて納付して

いることが確認でき、申立人がまとめて納付した保険料は当該保険料と考えら

れ、当該納付時点では申立期間の保険料は既に時効により納付できない。 

また、オンライン記録により申立人が平成５年５月に同年４月から６年３月

までの国民年金保険料の免除申請手続を行っていることが確認できることか

ら、申立人の国民年金手帳記号番号は、５年５月頃に払い出されたものと推認

されるが、申立人は、この頃未納となっていた申立期間の保険料を一括納付し

た記憶があると述べているところ、平成５年度の保険料を免除申請しているこ

とを踏まえれば、申立期間の保険料を納付したとする申立人の主張は不自然で

ある。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

北海道厚生年金 事案 4016 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 47年２月 20日から 49年９月１日まで 

 ② 昭和 49年 10月頃から 53年８月頃まで 

 ③ 昭和 53年９月頃から 56年３月頃まで 

申立期間①について、Ａ社が経営するＢ店に昭和 45年９月 11日以降継続

して勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間②について、Ｃ店に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が

確認できない。 

申立期間③について、Ｄ店に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が

確認できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ社は平成 13 年４月

１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、同僚が記憶し

ていた当時の事業主であったとする者は既に死亡している上、商業・法人

登記簿謄本により確認できる同社本社の所在地及び現在の事業主の住所

宛てに照会したものの、いずれも所在不明で回答を得ることができないこ

とから、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険の適用状

況について確認することができない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚 13 人のうち生存及び所在が確認でき

た５人に照会したところ、全員が「申立人とは一緒に勤務していた記憶は

あるが、申立人がいつからいつまで勤務していたかは分からない。」とし

ている上、そのうち二人は、「私は昭和 48 年２月末でＡ社を退職したが、



 

その時点では申立人は既に同社を退職していた。」と供述しており、申立

人の申立内容を裏付ける供述を得ることができない。 

さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立

期間①当時、厚生年金保険の加入記録が確認でき、生存及び所在が確認で

きた同僚 11 人に照会し、６人から回答が得られたところ、全員が「申立

人については、記憶がない。」と供述している。 

加えて、前述の回答が得られた同僚 11 人（申立人が名前を挙げた同僚

５人を含む。）は、全員が「私が記憶しているＡ社に勤務した期間と同社

に係る厚生年金保険の加入期間とは一致している。」と供述している。 

２ 申立期間②について、申立人は、個人経営のＣ店に勤務していたとして

いるところ、厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）により、飲食店

は、厚生年金保険の強制適用事業所となっておらず、当時は社会保険庁長

官の認可を受けることによって適用事業所となることができる事業所（任

意適用事業所）であったが、事業所名簿及びオンライン記録を確認したも

のの当該事業所が適用事業所となるための認可手続を行った形跡が無い。 

また、申立人は、当時の事業主の名前を記憶しておらず、名前を挙げた

同僚６人についても姓のみの記憶であるため、個人を特定することができ

ず、申立人の申立てに係る事実を裏付ける資料及び供述を得ることができ

ない。 

３ 申立期間③について、申立人は、個人経営のＤ店に勤務していたとして

いるところ、前記２のとおり、飲食店は、当時は社会保険庁長官の認可を

受けることによって適用事業所となることができる事業所（任意適用事業

所）であったが、事業所名簿及びオンライン記録を確認したものの当該事

業所が適用事業所となるための認可手続を行った形跡が無い。 

  また、申立人は、当時の事業主及びその妻の名前を挙げているが、オン

ライン記録を確認したものの当該二人を特定することができない上、申立

人が名前を挙げた同僚５人についても、個人を特定することができないこ

とから、いずれの者からも申立人の申立てに係る事実を裏付ける資料及び

供述を得ることができない。 

４ 申立期間①、②及び③について、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人も同保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

  このほか、全ての申立期間について、申立てに係る事実を確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



 

北海道厚生年金 事案 4017 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から 62年９月まで 

昭和 60年９月にＡ社の関連会社からＢ社（現在は、Ｃ社）に移籍したが、

申立期間の標準報酬月額が 47万円から 44万円に減額されているので、厚生

年金保険の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、Ａ社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、昭和 61年７

月の随時改定により41万円から47万円に２等級の増額となっているにもかか

わらず、その直後の同年 10月の定時決定において 44万円に１等級減額されて

いるのは納得できないと主張している。 

しかしながら、Ｃ社は、「申立期間に係る給与額及び厚生年金保険料の控除

が分かる賃金台帳等の資料を保管していないことから、申立人の申立期間の報

酬月額及び保険料控除について確認することができない。しかし、申立人の標

準報酬月額の記録が昭和 61 年７月に随時改定の対象となっていることから、

同年４月に賃金又は手当等の変動があり２等級増額改定されているが、その後

の定時決定により１等級減額されたことが考えられる。」と回答している。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間

当時、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、

生存及び所在が確認できた者 22人（申立人が名前を挙げた同僚一人を含む。）

に照会し、15人から回答が得られたところ、そのうち 10人は「私の厚生年金

保険の標準報酬月額の記録は相違していない。Ｂ社は、社会保険事務所(当時)

に適正な届出を行っていたと思う。」と供述しており、さらに、15人のうち人

事担当経験者であったとする者は、「移籍に伴い給与体系の見直しがあるので、

１等級又は２等級程度の変動であれば、申立人のような状況はあり得ると思



 

う。」と供述している。 

さらに、Ｄ連合会に照会したところ、申立人のＥ厚生年金基金に係る「中

脱記録照会(回答)」により確認できる申立期間を含む昭和 57年２月 11日から

平成 11年２月 11日までの期間の標準報酬月額の記録は、オンライン記録と全

て一致している。 

加えて、申立期間を含む数年の期間において、Ｆ職であった申立人と同様に

定時決定により標準報酬月額が減額となっているＦ職の同僚が３人確認でき

る上、前述の回答が得られたＦ職の同僚一人から提出された申立期間に係る給

与明細書によると、当該同僚の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録で確認できる標準報酬月額と一致していることが確認できる

ことから、申立期間当時、当該事業所の標準報酬月額の事務処理は、適正に行

われていたものと判断できる。 

なお、申立人から提出された昭和63年分及び平成４年分の給与所得の源泉徴

収票で確認できる社会保険料控除額は、オンライン記録により確認できる標準

報酬月額に基づき試算した社会保険料控除額とほぼ一致している。 

その上、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細

書等の資料は無く、このほかに申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4018 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 10月から 63年３月まで 

申立期間はＡ社にＢ業務担当者として勤務していた。年金記録では、申立

期間の標準報酬月額が下がっているが、事業所の解散時まで給与額が下がる

ことはなかったはずである。 

厚生年金保険料の控除を確認できる当時の給与明細書等は無いが、申立期

間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は昭和 63年４月 21日に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっている上、商業・法人登記簿謄本で確認できる当時の

事業主で同事業所における閉鎖時の清算人であった者は、既に死亡しているこ

とから、申立人の申立期間における給与の支払及び厚生年金保険料控除の状況

について確認することができない。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険

者原票」という。）により、申立期間当時、厚生年金保険の被保険者であった

ことが確認でき、生存及び所在が確認できた者３人に照会し２人から回答が得

られたものの、いずれも「給与明細書を保管していないが、記憶している当時

の給与額と年金記録における標準報酬月額は、おおむね合致している。」と供

述している。 

さらに、申立人の当該事業所に係る雇用保険受給資格者証で確認できる離職

時賃金日額（１万 920円）に 30日（１か月分の日数）を乗じて得た額（32万

7,600円）に見合う標準報酬月額（32万円）は、申立人の当該事業所における

厚生年金保険の資格喪失時の標準報酬月額（32 万円）と一致していることが

確認できる。 



 

加えて、当該事業所に係る被保険者原票によると、申立人の申立期間におけ

る標準報酬月額の記録が遡って訂正される等、不自然な事務処理が行われた形

跡は無い上、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4019 (事案 1473の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：   

         

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 12月頃から 38年１月１日まで 

         ② 昭和 39年５月１日から 41年８月頃まで 

Ａ社（商業・法人登記簿では、Ｂ社）には、20 歳の頃から４年間程度勤

務していたが、申立期間①及び②について厚生年金保険の加入記録が確認で

きないことから、年金記録の訂正の申立てを第三者委員会に行ったところ、

同委員会から認められないとの通知をもらった。その後、申立期間①中に職

場において同僚と一緒に撮った写真並びに申立期間①及び②に勤務してい

たことを証言してくれる同僚が見つかったので再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、ⅰ）Ｂ社に照会したが、関係資料は保存されておら

ず、申立期間①当時の事業主も死亡していることから、申立人に係る勤務実

態や厚生年金保険の適用状況について確認することができないこと、ⅱ）申

立人が同社において一緒に勤務していたとする同僚及び社会保険事務所（当

時）の記録から同社において厚生年金保険の被保険者であったことが確認で

きる者合わせて８人に照会したところ、７人から回答が得られ、このうち３

人は申立人の名前に記憶がなく、他の４人は申立人のことを記憶しているも

のの、申立人の勤務期間までは記憶になく、申立人の申立期間①に係る勤務

の実態についての供述が得られないこと、ⅲ）複数の同僚が「入社後すぐに

は厚生年金保険に加入していなかった。」と供述していることから、申立人

についても入社後一定の期間が経過してから厚生年金保険に加入したこと

が考えられること等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年

11月 10日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、事業主の息子の妻から提供された申



 

立期間①中に職場において同僚と撮った写真を提出していることから、当該

妻に照会したところ、「私が申立人に提供した写真の裏に当時の事業主の妻

が写真の撮影日を昭和37年８月20日と記載していることが確認できること

から、申立人は、その時点以降はＢ社に勤務していたことは間違いないと思

う。しかし、当時、申立人が厚生年金保険に加入していたか否かまでは分か

らない。」と供述している。 

また、申立人が申立期間①において勤務していたことを証言してくれる同

僚として名前を挙げた二人は、当初の申立て時において照会を行った者であ

ったが、再度、両人に対し、申立人の申立期間①における勤務状況及び厚生

年金保険料の控除等について照会したところ、両人からは、申立人の申立内

容を裏付けるような新たな供述を得ることができない。 

２ 申立期間②について、ⅰ）前記１のとおり、Ｂ社及び申立期間②当時の事

業主から申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況について確認す

ることができないこと、ⅱ）前記１のとおり、回答が得られた同僚７人のう

ち３人は申立人の名前に記憶がなく、他の４人は申立人のことを記憶してい

るものの申立人の勤務期間までは記憶になく、申立人の申立期間②に係る勤

務の実態についての供述が得られないこと、ⅲ）健康保険厚生年金保険被保

険者原票によると、申立人は昭和 39 年５月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を喪失していることが確認できる上、不自然な記録訂正等は無く、健康

保険被保険者証も同年５月 20 日に返納していることが確認できること等を

理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年 11月 10 日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、当初の申立ての期間（昭和 39年５

月１日から 40年 11月頃まで）を昭和 39年５月１日から 41年８月頃までに

変更するとともに、変更後の申立期間において勤務していたことを証言して

くれる同僚として二人の名前を挙げている。この二人は、いずれも、当初の

申立て時において照会を行った者であったが、再度、申立人の申立期間②に

おける勤務状況及び厚生年金保険料の控除等について照会したところ、その

うち一人から変更後の申立期間②中に職場において申立人と撮った写真が

提供されるとともに、同人は「私が提供した写真はＢ社が休みで百貨店に買

い物に行く前に職場で申立人と一緒に撮影したもので、その写真のファイル

されていた位置から判断して撮影日は昭和 41 年７月頃と思われることから、

申立人は、その時までは同社に勤務していたことは間違いないと思う。しか

し、当時、申立人が厚生年金保険料を給与から控除されていたか否かまでは

分からない。」と供述している。 

また、他の一人からは、申立人の申立内容を裏付けるような新たな供述を

得ることができなかった。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



 

当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに

当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 11月から 42 年４月まで 

② 昭和 42年 11月から 43年４月まで 

昭和 40 年から 42 年までの３年間については、毎年 11 月から翌年４月ま

でＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社）に季節雇用のＤ職として勤務していたが、申

立期間①及び②の厚生年金保険被保険者記録が確認できない。 

両申立期間について、勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人は申

立期間①及び②において、Ａ社Ｂ工場に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、当該事業所は、「昭和 41年４月までは、厚生年金保険被保険

者記録が確認されることから、季節雇用者についても原則的には厚生年金保険

に加入させていたと思うが、申立期間①及び②については資料が無いので、不

明である。」と回答していることから、申立人の両申立期間における厚生年金

保険の適用状況について確認することはできない。 

また、当該事業所から提出された従業員名簿には、申立人と同様に昭和 40

年 11 月 17 日に厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚 12 人の名前が

記載されており、そのうち申立人が名前を挙げた同僚一人及び所在が確認でき

た同僚４人の合計５人に照会したところ、回答が得られた４人のうち３人は、

「申立期間①及び②において、申立人と同様に季節雇用として勤務した。」と

供述しているものの、オンライン記録によると、当該同僚３人についても、両

申立期間において厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無い上、いず

れの者からも両申立期間に係る厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除



 

について具体的な供述を得ることができない。 

さらに、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者原票によると、申立人が申

立期間①及び②において厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、

一方、同原票の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したもの

とは考え難い。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間①及び②において、

国民年金に加入しており、同保険料を全て納付していることが確認できる。 

その上、申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人も、厚生年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は

ない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和２年生 

        住    所 ：   

                                

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月１日から 29年９月１日まで 

             ② 昭和 30年２月１日から同年 10月頃まで 

             ③ 昭和 30年 12月 28日から 32年１月頃まで 

昭和 27年９月から 30年１月末まで、Ａ市内のＢ事業所に継続して勤務し

ていたにもかかわらず、申立期間①の厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きない。 

申立期間②は、Ｃ市内のＢ事業所かＤ事業所に勤務していた期間であるが、

厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間③は、Ｃ市内のＥ事業所に昭和 32 年１月頃まで勤務していたに

もかかわらず、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が 30 年 12 月 28 日にな

っている。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｆ国施設に勤務する日本人従業員の労務管理につい

ては、Ｆ国施設の所在する都道府県に置かれた渉外労務管理事務所において行

われていたことから、Ｇ省Ｈ局に照会したところ、「当局が保管しているＩ及

びＪ渉外労務管理事務所に係る資料を確認したが、申立期間①における厚生

年金保険の適用については、資料が無いため不明である。」と回答しており、

申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について

確認することができない。 

また、申立期間②及び③について、Ｃ市内にあったＦ国施設の社会保険に

係る記録管理業務を引き継いでいるＧ省Ｋ局に照会したところ、「Ｌ県Ｍ施設



 

に一部保管されている資料を確認したが、申立人に関する資料は無かった。」

と回答しており、申立人の申立期間②及び③における勤務実態及び厚生年金

保険の適用状況について確認することができない。 

２ 申立期間①について、Ｇ省Ｈ局から提出された申立人に係るＩ渉外労務管

理事務所の昭和 46年の従業員台帳（以下「従業員台帳」という。）の最終学

歴欄に「昭和 29年３月Ｎ学校卒」及び前職歴欄に「昭和 23年８月Ｂ市Ｊ地

区内Ｂ事業所Ｏ職として就職、28 年２月同事業所自己退職、同年同月Ｐ県

Ｑ市Ｒ社Ｓ職として勤務、29年６月自己退職。」と記載されていることから

判断すると、申立期間①はＡ市内のＢ事業所を退職し、Ｎ学校に通いながら

Ｒ社に勤務していたことが推認できるところ、申立人は、「時期は定かでな

いが、Ｔ技術を身につけるためにＮ学校を卒業し、Ｔ技術の資格を取った。

Ｒ社にはパートとして勤務していた。」と供述している。 

また、申立人は、同僚６人の名前を挙げているが、このうち４人は、姓の

みしか記憶していないため、個人を特定することができず、残る二人のうち

一人は申立期間①より前に厚生年金保険の被保険者資格を喪失しているこ

とから、他の一人に照会したものの、回答が得られなかった。 

さらに、Ａ市内のＢ事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

（以下「被保険者名簿」という。）により、申立期間①当時、同事業所におい

て同保険の加入記録が確認でき、生存及び所在が確認できた同僚 13 人に照会

したところ、９人から回答を得られたものの、そのうち６人は、申立人を記憶

しておらず、残り３人は、「申立人を知っているが、勤務した期間は定かでな

い。」と供述しており、いずれの者からも、申立人の申立期間①に係る具体的

な勤務状況について供述を得ることができなかった。 

加えて、前述の従業員台帳の前職歴欄には、昭和 29 年６月から同年９月

までの期間について、「Ａ市Ｕ町＊失業中」と記載されており、当該住所は

申立人の当時の本籍地と一致していることから、申立人は申立期間①のうち

当該期間について、Ａ市内のＢ事業所に勤務していなかったことがうかがえ

る。 

     ３ 申立期間②について、前述の従業員台帳の前職歴欄に、「昭和 30年２月Ｃ 

      市Ｖ町Ｗ地区Ｂ事業所に採用、同年９月自己退職」と記載されているところ、 

      Ｃ市Ｖ町Ｗ地区にあったＢ事業所の被保険者名簿により申立人が昭和 30年 

      ３月１日に被保険者資格を取得し、同年 10月１日に被保険者資格を喪失し 

      ていることが確認できることから、申立人は申立期間②のうち当該期間につ 

      いて、当該事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、上記の被保険者名簿には、健康保険のみの任意包括適用事

業所であったことが記載されており、被保険者に係る健康保険の番号は付番

されているものの、厚生年金保険の記号番号が記載されていないことから、

当該事業所は申立期間②当時、健康保険のみ加入していたことが確認できる。 



 

また、当該被保険者名簿から所在が確認できた同僚二人に照会したものの、

申立期間②当時の厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除について確

認できる供述を得ることはできない。 

さらに、当該被保険者名簿によると、申立人の妻も申立人と健康保険番号

が連番で、昭和 30 年３月１日に健康保険の被保険者資格を取得し、同年９

月１日に同保険の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

４ 申立期間③について、前述の従業員台帳の前職歴欄に、「昭和 30 年 10 月

Ｃ市Ｖ町Ｗ地区Ｙ事業所に就職、31 年６月に人員整理のため退職」と記載

されており、申立人が、30 年 10 月から 31 年６月までＦ事業所に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、Ｆ事業所の被保険者名簿によると、同事業所は昭和 30 年

12 月 28 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることから、

申立期間③は、同保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる。 

また、申立人は、当時の同僚の名前を記憶していないことから、当該事業所

に係る被保険者名簿により、申立人と同様に昭和 30年 12 月 28日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失していることが確認でき、生存及び所在が確認でき

た同僚７人に照会したところ、回答が得られた５人のうち４人は、申立人を記

憶しておらず、残りの一人は、「申立人のことを知っているが、一緒に勤務し

た期間までは記憶していない。」と供述しており、いずれの者からも申立人の

申立期間③における厚生年金保険料控除について確認できる供述は得られ

なかった。 

５ このほか、申立人の全ての申立期間に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 37年５月８日から 41年 10月 21 日まで 

日本年金機構から脱退手当金に係るはがきを受け取ったところ、申立期間

については、脱退手当金が支給済みとされていた。 

脱退手当金を受け取った記憶がないので、申立期間について年金額に反映

される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱退」の表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立てに係る事業所を退職（昭和 41 年 10月 21日）後、昭和 45年８

月まで公的年金に加入していない申立人が申立期間に係る厚生年金保険につ

いて脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 4023（事案 760の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年５月９日から同年８月１日まで 

② 昭和 38年 12月１日から 41年４月１日まで 

厚生年金の加入記録を確認したところ、申立期間①及び②については、申

立期間②に係る事業所を退職後に脱退手当金を受給したこととなっている

ものの、脱退手当金を受給した記憶が一切なく、何かの間違いだと思われる

ので受給していないことを認めてほしいと第三者委員会に申し立てたが、脱

退手当金を受け取っていないとは認められないとの回答を受けた。 

しかし、日本年金機構から脱退手当金に係る確認はがきを受け取り、また、

申立期間②係る事業所で勤務していた同僚を思い出したので、再度調査をし

て、両申立期間について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、ⅰ）申立人が勤務していた事業

所の健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）等

に記載されている被保険者のうち、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した日の前後２年間に資格を喪失し、かつ脱退手当金の支給記録がある者６

人の支給状況を確認したところ、このうち４人が資格を喪失した日から約４か

月以内に支給決定がなされていることを踏まえると、申立人についても事業主

による代理請求がなされた可能性がうかがえること、ⅱ）申立人の被保険者原

票には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されている

とともに、申立期間の脱退手当金はその支給額に計算上の誤りは無い上、申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から約２か月後の昭和

41年５月 27日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか



 

がえないこと、ⅲ）申立期間より前に脱退手当金が未請求となっている厚生年

金保険の被保険者期間があるが、申立人が当該期間を被保険者期間として認識

したのは、満 60 歳に達した時に行った国民年金の繰り上げ支給手続の際であ

るとともに、当該期間と申立期間とは異なる記号番号で管理されており、申立

期間の脱退手当金が請求された 41 年当時、社会保険事務所（当時）では、請

求者からの申出がなければ異なる記号番号で管理されている被保険者期間を

把握することは困難であったと考えられることから、事務処理上不自然さはう

かがえないこと、ⅳ）申立人から聴取しても受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらないこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成

21年３月６日付け年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間②に係る事業所の同僚二人の名前を挙げて再調査

を求めているものの、これらの同僚は、「会社が脱退手当金の請求等に関わっ

ていたか否かついては分からない。」と供述していることから、当委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、両申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4024 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年６月10日から39年８月30日まで 

厚生年金保険の加入期間を確認したところ、申立期間について脱退手当金

を受給しているとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求したことも受給したこともないので、申立期間

について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りが無い上、申立期間に勤務

した事業所における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から約１か月

後の昭和39年10月９日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年 11月２日から 41年４月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間については脱退手当

金を受給しているとの回答があった。 

しかし、脱退手当金を受給していないので、申立期間について年金額に算

入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者原票には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は、その支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年６月１日から 38年１月１日まで 

 Ａ社Ｂ出張所Ｃ課において、昭和 37 年６月１日から１か月ほど勤務し、

その後、同社本社（Ｄ市）Ｅ課所管のＦ事業所に勤務した。同年 11 月にＢ

市に戻り、新会社であるＧ社の設立準備の業務に従事し、38 年１月に同社

が発足したことにより移籍したが、申立期間における厚生年金保険の被保険

者記録が確認できない。 

 申立期間について、Ａ社Ｂ出張所から給与が支給されていたと記憶してい

るため、同社の厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ａ社Ｂ出張所の後継会社であるＨ社が保管してい

る申立人に係る人事記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間に

おいて、Ａ社Ｂ出張所の関連会社であるＧ社で採用され、Ａ社Ｂ出張所及び同

社本社（Ｃ市）所管のＦ事業所で勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社Ｂ出張所及びＧ社は、それぞ

れ平成８年10月１日及び３年10月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っている上、当時の事業主は死亡しているほか、Ｈ社は、「申立人の勤務期間

に関する資料以外は保管されていない。」と回答していることから、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険の適用及び同保険料の控除について確認するこ

とができない。 

また、オンライン記録によると、Ｇ社は昭和 38 年１月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっているため、申立期間において同保険の適用事業所でなか

ったことが確認できる上、Ａ健康保険組合が保管している申立人に係る被保険

者台帳によると、申立人の健康保険被保険者資格取得日はオンライン記録と一



 

致していることが確認できる。 

さらに、申立人が経理担当者として名前を挙げた同僚は、「当時のＡ社本社

の事業所は、Ｂ市に初進出する時期であり、時間をかけてスタッフの教育をす

ることが営業方針であった。そのため、申立人のＣ市におけるＦ事業所勤務の

期間は研修期間であったと思う。申立期間の給与については、Ｇ社の設立前で

あったため、親会社であるＡ社Ｃ本社が立て替えて支払っていた。」と回答し

ている。 

加えて、申立期間当時、Ｆ事業所において申立人と一緒に勤務していたとし、

かつ、Ｇ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）において、昭和 38年１月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得してい

ることが確認できる同僚は、「私はＡ社の子会社で勤務していたが、Ｇ社の設

立のため、昭和 37 年６月にＧ社で採用された。給与はＡ社Ｂ出張所から支給

されていた。」と回答しているところ、当該同僚に係るＡ社Ｂ出張所及び同社

本社の被保険者名簿から厚生年金保険の被保険者記録が確認できない上、ほか

の同僚からも、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る供述を得ることができなかった。 

その上、申立期間において、Ａ社の関連会社に係る被保険者名簿には、申立

人の名前は記載されておらず、一方、同名簿において整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月頃から 52年６月頃まで 

 昭和51年１月頃から52年６月頃までＡ県のＢ駅付近にあるＣ店に勤務し

ていたが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ県のＢ駅付近にあるＣ店でＤ職として勤務していたとしており、

当該店舗を経営していた事業所はＥ社である旨主張している。 

しかしながら、オンライン記録から確認できるＥ社又はこれに類似する名称

の事業所に照会したところ、当該店舗を経営していたとする事業所は確認でき

ない上、これらの事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立期間において、申立人の名前は確認できない。 

また、上記事業所のほかにＣ店の名称で店舗を経営しているＦ社によると、

「当社が管理している社員名簿には申立人の名前は記載されていない。」と回

答している上、オンライン記録から、同社は、申立期間後の昭和 53 年６月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において、同保険の適

用事業所でなかったことが確認できる。 

さらに、申立人は、当該店舗の向かいにあった別事業所において、知人が勤

務していたと供述しているところ、当該知人は、「申立人が勤務していた店舗

は、Ｇ社が経営していたと記憶している。」と回答していることから、同社に

照会したものの、当該店舗と類似した名称の店舗を経営しているが、「申立人

が当社の社員であった記録は無く、当社はＢ駅付近には出店していない。」と

回答している。 

加えて、申立人は、事業主の名前を記憶しておらず、名前を挙げた同僚につ



 

いても姓のみであるため、個人を特定することができないことから、申立人の

申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認するこ

とができない。 

その上、申立期間に係る雇用保険の被保険者記録が確認できないほか、申立

人が、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も同保険料が給与か

ら控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 4028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

             

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 11月 11日から 62 年４月１日まで 

申立期間は、Ａ職としてＢ学校に勤務した期間であるが、厚生年金保険の

加入記録が無い。 

Ｃ県Ｄ局から、Ａ職としての勤務期間は厚生年金保険に加入する期間であ

ると聞いているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された人事記録（写）及び事業主が発行した申立人に係る在

職証明書により、申立人が申立期間においてＣ県Ｄ局にＡ職として採用され、

Ｂ学校に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｃ県Ｄ局は、「当時の資料を保管していないため、申立人に

係る厚生年金保険の適用及び同保険料控除については不明であるが、Ｃ県が任

命するＡ職に社会保険が適用されることとなったのは昭和 63 年４月１日から

であるため、申立人は申立期間において、厚生年金保険に加入していなかった

ものと推察される。」と回答している。 

また、昭和 63 年７月４日付けのＣ県Ｄ局長名の通知によると、Ａ職の社会

保険については、同年４月１日から適用する旨の記述があることから、申立人

は申立期間において、厚生年金保険の適用対象者ではなかったことが確認でき

る。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所

であったことが確認できる「Ｃ県Ｄ局」において、申立期間及びその前後の期

間に厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚５人と連絡が取れたもの

の、いずれもＥ職であったと回答しており、Ａ職であったとする者はいない一

方で、オンライン記録から、上記「Ｃ県Ｄ局」とは別に昭和 63 年４月１日付



 

けで厚生年金保険の適用事業所となったことが確認できる「Ｄ局」において、

同被保険者資格を取得している同僚のうち連絡が取れた７人について、このう

ち４人は、申立期間において国民年金に加入していることが確認できる上、複

数の同僚は、「昭和 63 年４月よりも前にＡ職として勤務していた期間は、厚

生年金保険に加入できなかった。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4029 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 33年４月１日から 35年１月 15日まで 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格取得日が昭和35年１月15日と

なっているが、同社において 33 年４月から２年間勤務していたはずである

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社において２年間勤務したが、厚生年金保険の被保険者記録

が３か月しかないのはおかしい。」と主張している。 

しかしながら、オンライン記録及び事業所名簿によると、Ａ社が厚生年金保

険の適用事業所であった期間は、昭和 34年７月１日から 35年５月１日までで

あることから、申立期間の一部は適用事業所でなかったことが確認できる上、

商業・法人登記簿謄本によると、同社は、49 年 10月１日に解散していること

が確認でき、当時の事業主の所在は不明であり、申立人が名前を挙げた上司も

既に死亡していることから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保

険の適用状況について確認できない。 

また、申立人が名前を挙げた当時の事務担当者については所在不明であり、

健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録により、当該事業所に

おいて厚生年金保険の被保険者資格が確認できる 16 人（上記当時の事務担当

者を除く）についても、生存及び所在が確認できる者はいないことから、申立

人の申立内容に係る供述を得ることができない。 

さらに、申立人は、「Ｂ市Ｃ局に照会すれば、私がＤ職として勤務していた

ことが分かるはずである。」と主張しているところ、同Ｃ局は、「申立人に係る

資料は見当たらず、Ａ社が指定工事業者として承認を受けていた記録は確認で

きない。」と回答している。 



 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、同

保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


